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平成１６年９月１日　　　

 １　合併の方式
海部郡佐屋町、立田村、八開村、佐織町を廃し、その区域をもって新しい市を設置する新
設合併（対等合併）とする。

 ２　合併の期日
合併の期日は、平成１７年４月１日（金曜日）とする。

 ３　新市の名称
新市の名称は、「愛西市（あいさいし）」とする。

 ４　新市の事務所の位置
１　新市の事務所の位置は、愛知県海部郡佐屋町大字稲葉字米野３０８番地
　　（現佐屋町役場）とする。
２　庁舎の利用の方式については、分庁方式及び総合支所方式の併用とする。
３　立田村、八開村及び佐織町の現庁舎については総合支所機能を有する分庁舎とする。
４　佐屋町役場市江支所及び永和支所については、出張所として存続させる。

 ５　財産及び債務の取扱い
４町村の財産及び債務については、すべて新市に引き継ぐものとする。
ただし、基金については、整理統合できるものについては、整理統合し、新市に引き継ぐ
ものとする。

 ６　議会議員の定数及び任期の取扱い
１　議会の議員については、市町村の合併の特例に関する法律第７条第１項第１号の規定
（以下「在任特例」という。）を適用し、平成１８年４月３０日まで引き続き新市の議会の議員
として在任する。
２　在任特例適用後の新市の議会議員の定数は３０人とする。
３　選挙区については、新市全域を１選挙区とする。
４　新市の議会議員の報酬については、次のとおり取り扱うものとする。
在任特例期間における報酬額

在任特例適用時の議会議員の報酬額は、現行報酬額をそれぞれ引き継ぐものとする。
一般選挙後の報酬額

同規模の自治体の例をもとに第三者機関の意見を聴いて合併時までに４町村の長が
協議して定める。

 ７　農業委員の定数及び任期の取扱い
１　農業委員会の委員の定数及び任期については、新市に１つの農業委員会を置き、２町
２村の農業委員会の選挙による委員であった者は、市町村の合併の特例に関する法律第



－２－

８条第１項第１号の規定を適用し、合併後平成１７年７月１９日まで引き続き新市の農業委
員会の選挙による委員として在任するものとする。
２　新たに選任される委員の任期は、選挙による委員の任期の在任期間とする。
３　新市の農業委員会の選挙による委員の定数は３０人とし、合併後初めて行われる一般選
挙から適用する。
４　新市においては、農業委員会等に関する法律第１０条の２第２項に規定する選挙区を設
けることとし、各選挙区の定数は次のとおりとする。
　　　　　佐屋町の区域　　９人　　　立田村の区域　　９人
　　　　　八開村の区域　　６人　　　佐織町の区域　　６人
５　新市の報酬の額は、佐屋町の例による。ただし、在任期間の額については、現行のと
おりとする。

 ８　地方税の取扱い
１　個人市民税については、現行のとおりとする。
２　法人市民税については、現行のとおりとする。
３　固定資産税の税率については、現行のとおりとする。また、納期については、佐織町
の例により調整するものとする。
４　軽自動車税の税率については、佐屋町、立田村、佐織町の例により調整するものとす
る。また、納期については、佐屋町、佐織町の例により調整するものとする。
５　市たばこ税については、現行のとおりとする。
６　都市計画税は、現行のとおり課税しない。なお、今後の都市計画事業等の状況を勘案
し、新市において検討を行うものとする。

 ９　一般職の職員の身分の取扱い
一般職の職員の身分の取扱いについては、次のとおりとする。
１　４町村の一般職の職員については、市町村の合併の特例に関する法律第９条の規定に
より、すべて新市の職員として引き継ぐ。
２　海部西部広域事務組合の一般職の職員については、すべて新市の職員として引き継ぐ
ものとする。
３　職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努め
る。
４　職員の職名及び職務については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から調整し、
合併時に統一を図る。
５　職員の給与、任用、配置等の身分の取扱いについては、４町村の職員間で均衡を失し
ないよう、公正に取り扱うものとする。

１０　特別職の身分の取扱い
特別職については、その設置、人数、任期、報酬について、法令等の定めるところに従い、
次のとおり調整する。
１　法令の定めるところにより、市長の他常勤の特別職等として、助役、収入役及び教育
長を置く。報酬の額は、同規模の自治体の例をもとに第三者機関の意見を聴いて合併時
までに４町村の長が協議して定める。
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２　法令の定めるところにより、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、
農業委員会及び固定資産評価審査委員会を置く。報酬の額は、同規模の自治体の例をも
とに合併時までに４町村の長が協議して定める。
３　「議会議員の定数及び任期の取扱い」「農業委員の定数及び任期の取扱い」「消防団の取
扱い」については、別に協議して定める。

４　審議会・委員会等の付属機関は、次のとおり取り扱うものとする。
 （ ア ） 　現に４町村で設置されていて、新市において引き続き設置する必要があるものは、
原則として統合するものとし、それ以外のものについては、新市において速やかに
調整する。

 （ イ ） 　人数・任期・報酬額は、現行制度をもとに合併時に調整する。
５　その他の特別職は、新市において引き続き設置する必要があるものは、新市において
新たに設置する。人数・任期・報酬額は、現行制度をもとに合併時までに４町村の長が
協議して定める。
６　新市の職務執行者については、合併前に４町村の長が別に協議して（４町村の長のう
ちから）定めるものとする。

１１　条例・規則等の取扱い
１　合併協議会で協議調整された各種事務事業に関する条例・規則等については、それぞ
れの調整方針に従って整理する。
２　同一又は１団体のみが制定している条例・規則等については、原則として現行の例に
よるものとする。
３　類似、相違又は数団体に制定されている条例・規則等については、いずれかを基本に
調整統一する。
４　条例・規則等の制定にあたっては、新市における事務事業に支障をきたさぬよう、次
の区分により整備するものとする。
 （ １ ） 　合併時に、市長職務執行者の専決処分により即時制定し、執行させる必要があ
るもの。

 （ ２ ） 　合併後、一定の地域に暫定的に施行させる必要があるもの。
 （ ３ ）　合併後、逐次制定し、施行させるもの。

１２　事務組織及び機構の取扱い
事務組織及び機構の取扱いについては、次のとおりとする。
１　次の事項を基本方針として、新市の事務組織及び機構の整備を図るものとする。

 （ １ ） 　住民サービスの低下を招かない組織機構
 （ ２ ） 　地域の課題へ迅速かつ的確に対応できる組織機構
 （ ３ ） 　住民が利用しやすく、わかりやすい組織機構
 （ ４ ） 　簡素で効率的な組織機構
 （ ５ ） 　指揮命令系統が明確な組織機構
 （ ６ ） 　新たな行政需要（課題）に対応できる組織機構
 （ ７ ） 　地方分権へ柔軟に対応できる組織機構
 （ ８ ）　 新市建設計画を円滑に遂行できる組織機構

２　総合支所の組織については、住民サービスに急激な変化をきたすことのないよう配慮
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するものとする。
３　新市においては、常にその組織及び運営の見直し、効率化に努めるものとする。

１３　一部事務組合等の取扱い
一部事務組合等の取扱いについては次のとおりとする。
１　海部西部広域事務組合については、合併の前日をもって当該組合を解散し、合併の日
にその事務、財産及び職員については、すべてを新市に引き継ぐものとする。
２　海部地区休日診療所組合、海部津島環境事務組合及び海部津島水防事務組合について
は、合併の前日において、佐屋町、立田村、八開村及び佐織町（以下「４町村」という。）
は、当該組合から脱退し、新市において新たに当該組合に加入する。
３　海部南部水道企業団については、合併の前日において、佐屋町及び立田村は、当該企
業団から脱退し、新市において新たに当該企業団に加入する。
４　愛知県市町村職員退職手当組合については、合併の前日において、４町村は、当該組
合から脱退し、新市において新たに当該組合に加入する。
５　その他、４町村以外にも構成団体がある協議会等については、合併の前日において４
町村は、当該協議会から脱退し、新市において新たに当該協議会に加入又は調整するも
のとする。
６　海部津島土地開発公社については、合併前から、４町村は当該公社に加入しているた
め、引き続いて当該公社に加入する。
７　株式会社　名古屋西流通センターに係る４町村の出資金については、新市に引継ぎ、
管理運営は現行のとおりとする。

１４　使用料、手数料等の取扱い
【使用料】

使用料については、原則として現行のとおりとする。ただし、同一又は類似する施
設の使用料については、統一した算定方式により可能な限り統一に努めるものとする。
また、新市における住民の「一体性の確保」及び「負担の公平性」の原則から、適
正な料金のあり方について、新市において検討する。

【手数料】
手数料については、４町村のこれまでの料金改定の経緯や受益者負担の原則を基本
に、サービスに対する適正な負担額を決定し、合併時に統一に努めるものとする。

１５　公共的団体等の取扱い
公共的団体等については、新市の速やかな一体性を確立するため、各団体の実情を尊重し
ながら、統合整備に努めるものとする。
１　各町村共通の団体等については、できる限り合併時に統合できるよう調整に努める。
２　統合に時間を要する団体等については、将来の統合に向けて検討が進められるよう調
整に努める。
３　各町村独自の団体等については、原則として現行のとおりとする。
４　国・県の指導等に基づき設置された団体等については、関係機関の助言・指導等のも
とに、そのあり方について検討していくものとする。
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１６　補助金・交付金等の取扱い
補助金､交付金等については、従来からの経緯､実情等に配慮しながら､市域全体の均衡
を保つよう､原則として次のとおり調整を行うものとする。
ただし、各種事務事業の調整方針と関連し､整理等が必要となる補助金については､その
調整方針によるものとする。
１　各町村で同一あるいは同種の補助金等については､関係団体等の理解と協力を得て､
統一の方向で調整する。
　　なお、統一までの間は､現行制度を基本として調整する。
２　各町村独自の補助金等については､従来の実績等を尊重し､市域全体の均衡を保つよ
うに調整する。
３　整理統合できる補助金等については､統合するよう調整する。

１７　町名・字名の取扱い
町、字の区域・名称については、従前のとおりとする。
ただし、海部郡□□町（村）を○○市とし、大字◇◇を◇◇町とし、「字」の文字を削除する。

１８　慣行の取扱い
慣行の取扱いについては次のとおりとする。
１　市民憲章、市の花、市の木、市の歌及び各種宣言については、新市において調整する。
２　市章は、新市の名称決定後、公募により合併時までに調整する。

１９　国民健康保険事業の取扱い
国民健康保険事業の取扱いについては次のとおりとする。
１　国民健康保険税は、国民健康保険事業の健全で円滑な運営を確保することができる額
にて統一を図る。
　　ただし、急激な負担増加とならないよう調整に努めるものとする。

 （ １ ） 　軽減割合については、６割軽減・４割軽減を適用する。
 （ ２ ） 　課税限度額については、地方税法の定める限度額とする。
 （ ３ ） 　賦課期日については、４町村相違がないため現行の４月１日とする。
 （ ４ ） 　本算定日については、佐屋町・立田村・佐織町の例により８月１日とする。
 （ ５ ） 　納期については、佐屋町・立田村・佐織町の例により６回とする。
 （ ６ ） 　納期は６回とし、納期月は４、６、８、１０、１２、２月とする。
 （ ７ ） 　保険税については、賦課方式を４方式（所得割、資産割、均等割、平等割）とし、
応能割合（所得割、資産割）が５０％以上６０％未満に、応益割合（均等割額、平等割額）
が４０％以上５０％未満となるよう調整するものとする。

 （ ８ ）　減免については、合併後、他の税との整合性をはかり決定する。
２　督促手数料については、新市において廃止する。
３　国民健康保険支払準備基金は、合併時に全額を持ち寄る。
４　国民健康保険会計への繰入は、新市となって急激な国民健康保険税の負担増とならな
いように調整に努める。
５　療養給付費一部負担金・出産育児一時金・葬祭費・高額療養費支払資金貸付について
は、４町村相違がないため現行のとおりとする。
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６　被保険者証の更新を平成１６年８月から１年とし、平成１６年８月発行の有効期限は、平
成１７年８月までとし、それ以降１年更新とする。また、被保険者証の個人カード化につ
いては、新市になってから検討する。
７　無受診世帯表彰については、佐屋町の例により決定する。
８　国保運営協議会は、新市において新たに設置する。
９　国民健康保険直営診療所事業の取扱いについて

 （ １ ） 　診療所の設置
診療所については、現行のまま新市に引き継ぐ。
業務体制の見直し等、効果的な経営に努める。
繰入金については、合併後、検討する。
国民健康保険直営診療所運営準備基金は、新市に引継ぐものとする。

 （ ２ ） 　診療業務
現行のまま新市に引き継ぐ。

 （ ３ ） 　診療時間、休診日
現行のまま新市に引き継ぐが、診療時間、休診日等については、利用者の利便
性・業務体制等を勘案しながら、新市において検討する。

 （ ４ ） 　時間外診療
時間外の対応については、合併後、調整し、時間外手当については、一般職職
員の身分の取扱いで統一する方向で調整する。

２０　介護保険事業の取扱い
介護保険事業の取扱いについては、次のとおりとする。
１　第１号被保険者の保険料については、平成１７年度まで不均一賦課とし、平成１８年度か
ら第３期介護保険事業計画策定に基づき新保険料を設定する。
２　第１号被保険者の普通徴収の納期については、国民健康保険税の納期と同一とする。
３　介護認定審査会の設置及び運営については、現行のとおりとする。
４　各種事業については、現行のとおり新市に引継ぎ、相違あるものについては、合併時
に統一する。

２１　消防団の取扱い
１　消防団の組織については、連合方式とする。なお、分団等の組織、機構は、新市にお
いて新たに作成する消防計画に基づき調整する。
２　消防設備については、現状を維持し、配備することとし、新市において作成する消防
計画に基づき、調整するものとする。また、消防施設については、新市において整備計
画を作成し、整備するものとする。

２２　行政区の取扱い
行政区の区域及び自治組織（総代会等）は、現行のとおりとし、旧町村単位の自治組織の
代表者による連絡調整組織を合併時までに検討する。
なお、事務交付金については、現行の４町村の総額を基準とし、段階的戸数割により調整
するものとし、新市において、行政区の区域及び自治組織のあり方等について再編を含め検
討する。
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２３　諮問機関等の取扱い
諮問機関等の取扱いについては次のとおりとする。
１　法令により設置を定めている機関は、合併時に設置する。
２　法令により設置することができる機関は、合併時までに調整し、必要のあるものにつ
いては新市において設置する。
３　法令に特段の定めがない機関についても、合併時までに調整し、必要のあるものにつ
いては新市において設置する。

２４－１　国際交流・広域交流事業
国際交流については、現行事業を存続し交流を図る。
また、広域交流についても現行どおり実施する。

２４－２　電算システム事業
電算システム事業については、住民サービスの低下を招くことのないよう最善の配慮のも
とで「合併時に必要なシステム」を中心に統合を図るものとする。
また、他のシステムについては、新市において必要に応じ調整するものとする。

２４－３　広報広聴関係事業
１　広報紙関係については、現行のとおり新市に引き継ぐ。
２　その他の広報関係で、ホームページについては、新市のホームページを作成し、ＣＡ
ＴＶ文字放送・回覧板については現行のとおり存続する。
　　町村内掲示板（広報板）については、新市の全行政区に設置できるよう新市において調
整する。
３　市勢要覧については、合併後速やかに作成する。
４　広聴関係については、佐織町の例により実施する。

２４－４　納税関係事業
１　個人市民税及び固定資産税に係る納期前納付報奨金については、現行のとおりとする。
ただし、不交付の取扱いは立田村、八開村、佐織町の例により調整するものとする。
２　口座振替については、納税を促進するため、現行の取扱金融機関を基本に調整する。
３　督促手数料については、廃止する。
４　軽自動車標識については、合併後、新市による標識を交付することとし、合併期日前
日までに各町村で交付された標識は、廃車申告を行うまでは有効とする。なお、新規・
再交付の取扱いは、現行のとおりとする。
５　確定申告受付については、住民の便宜を図るよう、新市において調整する。
６　税関係各種証明等については、現行のとおりとする。

２４－５　消防防災関係事業
１　防災会議については、合併時に新たに設置し、新市において地域防災計画を新たに作
成する。
２　避難所等の防災施設・設備等については、現状のとおりとし、新市において作成する
地域防災計画に基づき、整備調整するものとする。
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３　防災行政無線（移動系）については、当分の間は現行のとおりとし、関係機関と協議の
上、新市において速やかに周波数の統一を図るものとする。地域防災無線、同報系無線
については、現行のままとし、新市において統一化を図るものとする。
４　自主防災組織については、現状の組織については新市に引き継ぐものとし、新市全域
で組織できるように新市において調整するものとする。

２４－６　交通関係事業
佐屋町の公共施設巡回バス、佐織町の総合福祉センター巡回バスについては、現行のとお
り新市に引き継ぐものとする。
なお、立田村、八開村の地域を含めた巡回バスの運行及びルートを、新市において検討す
る。

２４－７　窓口業務
１　窓口業務については、住民サービスの低下を招かないよう調整するものとする。
２　窓口関係手数料については、合併時に統一する。

２４－８　保健衛生事業（その１）
保健衛生事業については、原則として住民サービスが低下することのないよう、１つの町
村のみ実施している事業も含め、現行事業を継続するものとする。
実施会場、実施方法については、現行サービスが低下しないよう調整する。

２４－８　保健衛生事業（その２）
１　老人保健事業については、原則現行事業を継続する。ただし、類似事業がある場合は、
統合及び再編を行うものとする。
２　各種検診（健診）については、住民サービスの低下を招かないように、統合・再編を行
い実施する。
３　自己負担金については、受益者負担を原則として調整するものとし、新市において定
期的に見直しを行うものとする。
４　歯科保健事業については、原則現行事業を継続して実施する。ただし、類似事業があ
る場合は、統合及び再編を行うものとする。
５　実施会場、実施回数、実施内容等については、住民サービスの低下を招かないよう、
かつ効率的に実施できるよう合併時までに調整する。

２４－９　障害者福祉事業
障害者福祉事業については、これまでの取組みの経緯を踏まえ、住民サービスの水準を低
下させないことを原則に次のとおり調整する。
１　国又は県の制度に基づく事業については、合併後も従前のとおりとし、新市全体で実
施するよう調整する。
２　町村単独事業については、新市において統一した取扱いとなるよう調整する。

２４－１０　高齢者福祉事業
高齢者福祉事業については、これまでの取組みの経緯を踏まえ、住民サービスの水準を低
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下させないことを原則に次のとおり調整する。
なお、高齢化の進展の状況により、新市において適時見直しを行うものとする。
１　国又は県の制度に基づく事業については、合併後も従前のとおりとし、新市全体で実
施するよう調整する。
２　敬老の日事業については、従来の実績を尊重しつつ、新市全体の均衡を考慮し、新市
において調整し実施する。
３　町村単独事業については、趣旨や目的に沿った効果的な制度として、統一した事業内
容で実施するよう調整する。

２４－１１　児童福祉事業
児童福祉事業については、これまでの取組みの経緯を踏まえ、住民サービスの水準を低下
させないことを原則に次のとおり調整する。
１　国又は県の制度に基づく事業については、合併後も従前のとおりとし、新市全体で実
施するよう調整する。
２　町村単独事業については、新市において統一した取扱いになるよう調整する。

２４－１２　保育事業
保育事業については、これまでの取組みの経緯を踏まえ、新市で統一した運用が図れるよ
う調整する。
保育料については、次のとおり調整する。
１　保育児童の年齢区分については、３歳未満児と３歳以上児に区分するものとし、児童
の属する世帯の階層は、８階層とする。
２　保育料については、保護者の負担に留意しながら、統一を図るものとする。

２４－１３　生活保護事業
生活保護に関する各種事務事業については、新市で設置する福祉事務所において実施する。

２４－１４　その他の福祉事業
民生委員推薦会は、新市において新たに設置する。なお、委員定数を７名とする。
民生・児童委員については、新市に引き継ぐものとする。
各町村の民生委員協議会は、新市の地区民生委員協議会へ移行し、地区民生委員協議会の
役員をもって、新市の連絡協議会を設置するよう調整する。
福祉医療制度については、住民サービスの水準を低下させないよう調整する。
その他の福祉事業については、新市で統一した運用が図れるよう調整する。
　

２４－１５　健康づくり事業
１　健康づくり事業については、原則として現行事業を継続する。
２　食生活改善推進員による組織については、統合できるよう努める。
３　健康日本２１計画は、新市において策定できるよう調整する。

２４－１６　ごみ収集運搬業務事業
ごみ収集運搬業務については、次のとおり調整する。
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１　ごみの分別及び収集頻度については、住民への周知を図り、合併後半年を目途に統一
するよう調整する。
２　専用ごみ袋及び処理手数料については、新市において統一して実施するよう調整する。
３　ごみ処理施設については、当面現行のとおりとする。
４　ごみに関するその他の制度については、新市において統一した取扱いになるよう調整
する。

２４－１７　環境対策事業
環境対策事業については、次のとおり調整する。
１　火葬場及び共同墓地について、現施設は新市に引継ぎ、運営方法は当面現行のとおり
とする。
２　し尿処理の収集運搬及び浄化槽清掃については、許可業者によるものとし、処理方法
は現行のとおりとする。
３　狂犬病予防事業については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。
４　その他の環境対策事業については、４町村の実態に合わせ統一した取扱いになるよう
調整する。

２４－１８　農林水産関係事業
農政関係事業の取扱いについては次のとおりとする。
１　農振農用地区域については、現行のとおりとし、新市で策定する農業振興地域整備計
画に基づき調整する。
２　農業振興にかかる各種事業については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。
３　水田農業経営確立対策事業における協議会等の組織並びに生産調整については、新市
において調整する。
　　新たな国の米政策に対応するよう新市において調整する。
４　農業経営基盤促進事業（農業金融対策事業）については、合併までに補助率を調整し現
行の事業を引き続き実施する。
５　経営対策関係事業については、現行のとおり新市に引継ぐものとする。
６　予防・防除事業については、佐屋町の例により新市に引継ぐものとする。
７　畜産事業については、現行のとおり新市に引継ぐものとする。
８　水産事業については、現行のとおり新市に引継ぐものとする。
農業土木事業の取扱いについては次のとおりとする。
１　土地改良事業等の地元負担金については、合併時に統一する。
２　農業土木関係協議会・団体等への参加については、原則として新市に引継ぐ。

２４－１９　商工・観光関係事業
商工観光関係事業については、新市において商工会等と連携を図り商工業の振興と地場産
業の活性化に努める。
１　中小企業向けの融資制度については、現行のとおり新市に引き継ぐ。
２　商工会等への補助については、新市においても補助するものとし、補助対象等につい
ては新市において調整するものとする。
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２４－２０　勤労者・消費者関連事業
勤労者・消費者関連事業については、住生活の向上並びに消費者保護等に努めるよう新市
に引き継ぐものとする。
１　勤労者住宅資金融資制度については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。
２　計量法に基づく量目検査事務については、実施計画等を調整し新市においても実施す
るものとする。
３　各種団体への補助関係事業の取扱いについては、従来からの経緯、実情等に配慮し、
新市において調整するものとする。

２４－２１　建設関係事業
建設関係事業の取り扱いについては、次のとおりとする。
建設事業は、新市建設計画に基づき計画的に実施する。
１　町村道については、現行のまま新市の市道とし維持管理する。
２　市道の管理については、現行の佐屋町・佐織町の道路管理規則を調整し管理する。
３ 　道路の占用料については、現行の佐屋町・佐織町の道路占用条例を調整し新市におい
ても徴収する。
４　道路台帳の整備については、現行のまま新市に引き継ぐものとし、データの整理統合
とデジタル化を検討して適正な管理に努める。
５　法定外公共用物については、現行のとおり佐屋町・佐織町の管理条例を調整し管理す
るものとする。
６　市道の維持・改良工事に伴う地元負担金は、事業の公共性を考慮して徴収しない。立
田村・八開村の負担金徴収条例は、合併と同時に廃止する。

２４－２２　上下水道事業（その１）
水道事業経営の合理化、サービスの均一化を図るため、八開村・佐織町の水道事業を統合
し新市へ引継ぐものとし、水道施設の広域化による経営基盤の強化及び管理体制強化を図る。
１　水道給水計画については、現行のとおり新市へ引継ぐものとする。水道の認可事務に
ついては、計画給水人口等（事業計画）を合併時までに調整し変更認可の手続きを行う。

２　水道料金は、企業会計としての健全経営の観点から、新市において段階的に調整する。
水道料金は、合併後、当分の間、現行のとおりとし、新市における水道事業計画を合併
後速やかに策定し、企業会計としての健全経営の観点から、新市の料金体系等を検討し
調整する。
３　新規加入分担金等については、新市において公平で公正な負担となるよう調整する。
４　料金徴収事務等については、新市において住民生活に混乱をきたさないよう調整する。
５　給水装置工事に係る補助金は、企業会計における経費の負担の原則により、新市にお
いて速やかに調整する。
６　給水停止については、海部南部水道企業団（佐屋町・立田村）の例により対応する。水
道料金の減免については、海部南部水道企業団（佐屋町・立田村）の例により実施する。

２４－２２　上下水道事業（その２）
１　公共下水道事業については、現行の佐屋町・佐織町の基本計画を都市計画法及び下水
道法などの関係法令との調整を図りながら、合併後に新市として基本計画を策定し事業
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を実施する。
２　施設の管理運営については、従来からの事業の経緯・実情等に配慮し、新市に移行後
も当分の間、現行のとおりとする。
３　農業集落排水事業等の使用料については、従来からの事業の経緯・実情・使用の対価
等に配慮し、新市において健全経営の観点から、適正な料金体系を検討する。
４　施設管理に対する助成制度については、施設の適正な管理運営と事業効果を勘案し、
新市において調整し継続する。
５　事業受益者分担金については、従来からの事業の経緯・実情等に配慮し、現行のとお
り新市へ引継ぐものとする。
６　新規加入分担金については、現行のとおり、新市へ引継ぐものとする。
７　宅内配管整備融資制度については、佐屋町・立田村のあっせん規則の例により調整し、
現行の制度を新市においても引継ぐものとする。
８　合併処理浄化槽設置整備事業については、佐屋町・佐織町の制度を調整し新市におい
ても補助するものとする。

２４－２３　学校の通学区域
小学校及び中学校の通学区域については、当面、現行のとおりとする。
ただし、新市において通学区域の検討を行う。

２４－２４　学校教育事業
○学校給食
１　調理場の形態については、当面は各施設を利用し現行のとおりとする。
　　ただし、合併後の新市において施設整備の更新及び一部委託調理方式を視野に入れ､
関係者等の意見を踏まえる中で統一化を検討する。
２　学校給食の給食費・給食費補助については、新市において統一して実施する。

 （ １ ） 　給食費については､小学校児童１食当たり２３０円、中学校生徒１食当たり２７０円と
する。

 （ ２ ） 　給食費補助については、小学校児童１食当たり１０円、中学校生徒１食当たり１０
円とする。

○義務教育振興に関する事業
教育振興に係る補助金については、従来からの経緯､実情等を考慮し､次のとおり調
整する。
 （ １ ） 　類似の事業については、統合して実施する。
 （ ２ ） 　特色ある地域独自の事業については、新市に引き継ぎ実施する。
 （ ３ ） 　保護者の負担に留意しながら統一を図る。

○私立学校振興に関する事業
１　私立幼稚園就園奨励費補助金については、新市において統一して実施する。

 （ １ ） 　国制度については､現行のとおり､国の基準額を補助する。
 （ ２ ） 　国の基準を超えた所得階層については、一律８,０００円（年額）とし、市単独で補助
する。

２　私立幼稚園補助金（助成金）については､佐屋町の例により実施する。
３　私立高等学校授業料補助については、現行のとおり実施する。
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２４－２５　文化振興事業
文化振興事業の取扱いについては、次のとおりとする。
１　文化祭等については、これまでの経緯を踏まえ、原則として現行のとおり実施するも
のとする。
２　審議会等の取扱いについては、原則として新市において新たに任命、設置するものと
する。
３　指定文化財については、すべて新市に引き継ぐものとする。

２４－２６　コミュニティ施策
１　コミュニティ施設の使用時間、使用料等及び管理に関しては、現行のまま新市に引継
ぎ、新市において見直しを検討する。
２　コミュニティ組織については、現行の組織、活動内容は、現行のまま新市に引継ぎ、
新市において全域に整備するよう検討する。なお、補助金については、できる限り整理
統合し、合併までに調整する。

２４－２７　社会教育事業
１　社会教育事業の取扱いについては、次のとおりとする。

 （ １ ） 　施設については、現状のとおり新市に引き継ぐものとする。
　　ただし、運営方法、業務内容等は合併時までに調整する。
 （ ２ ） 　社会教育事業、社会体育事業、図書館事業については、原則として現行事業を
新市に引き継ぐものとする。
　　ただし、各種教室等について、統合できるものは適宜統合し、市の文化・スポー
ツ振興のために新市全域を対象として充実を図るものとする。

 （ ３ ） 　図書館（室）における電算システムについては、現状のまま新市に引き継ぎ、新
市においてネットワーク化を早期に検討する。

２　補助団体の取扱いについては、新市の一体性を確保するため、それぞれの実情を尊重
しながら、統合又は再編に努めるものとする。
３　補助金等の取扱いについては、従来からの経緯、実情等に配慮し調整する。
４　審議会等の取扱いについては、原則として新市において新たに任命、設置するものと
する。
５　各施設の使用料の取扱いについては、次のとおりとする。

 （ １ ） 　施設使用料については、類似施設において統一した算定方式により調整する。
 （ ２ ） 　使用料の減免措置等については、類似施設で相違のないよう調整する。

２４－２８　社会福祉協議会
１　社会福祉協議会については、それぞれの事情を尊重しながら統合に向けて調整に努め
る。
２　事業委託等については、社会福祉協議会の事業内容等を考慮しながら調整に努める。

２４－２９　その他事業
１　指定金融機関等について

指定金融機関等の指定については、合併時までに調整し、新市発足時に新たに指定
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金融機関等を指定する。
２　監査委員について

法令の定めるところにより、監査委員を置く。報酬の額等については、同規模の自
治体の例をもとに合併時までに４町村長が協議して定める。

３　総合計画について
 （ １ ） 　総合計画審議会については、新市において新たに設置するものとする。
 （ ２ ） 　総合計画については、新市において新たに策定するものとする。

２５　新市建設計画
新市建設計画については、市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）第５

条に基づき、別添のとおり定めるものとする。

２６　地域審議会の取扱い
市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）第５条の４の規定に基づく地域
審議会は、新市において設置しないものとする。
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